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話はresponsible stakeholderから始まる
米国のロバート・ゼーリック国務副長官は、2005年９月21日、包括的な
対中政策についての演説で「国際社会システムにおける責任あるステーク
ホルダーとなるよう促す必要がある」と言及し、responsible stakeholderと
いう表現1を用いた。「ステークホルダー」とは「賭け金や係争物の保管人、
事業の出資者や利害関係者」などを意味する。米中の「利害関係」とは、
何を指すのか。私は直ちにアメリカ財務省証券等の保有リストを想起した。
以下の表とグラフから「対米債権保有国2」を知りうる。
第１表　米国債の各国保有額3
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１  Whither China From Membership to Responsibility? Remarks to National Committee on
U.S.-China Relations September 21, 2005 Robert B. Zoellick, Deputy Secretary of State．
２  Value of foreign holding of U.S.securities, by major investing country and type of security,
as of June 30, 2009. the Dept.of Finance, U.S. Government.
３  米国財務省ホームページ、2010年6月現在
後に世界銀行総裁に就任するような国際金融のベテランは、中国の外
貨準備高に着目したはずである。2005年という時点は、中国の対米債権
保有がイギリスを超えた年であり、伸び率からして日本を超えるのも時
間の問題と見られた時期だ。オバマ政権が発足して、ゼーリックの後任
ポストに就いたスタインバーグ国務副長官は、米中関係をStrategic
Reassurance と述べた4。中華人民共和国の建国60周年を祝賀して、そ
の前夜に米国務省のナンバー２は、中国に向けてどのようなメッセージ
を発したのか。Voice of America5 はこう報じた。短い要旨だが、米中
関係の構築に向けたアメリカのメッセージとして重要なので、全文を注
記6 に引用しつつ、要点を説明しておきたい。
スタインバーグ曰く、－米国は米中が一致しない争点をも含めて、
グローバル、リージョナルな問題について、中国とともに解決する努力
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４  US Calls on China for 'Strategic Reassurance' Washington, 24 September 2009．
５ いうまでもなく、この放送は「A Trusted Source of News & Information since 1942」と
いうロゴに付された説明から分かるように、米国の政府広報を目的としたラジオ放送だ。６  Just days before the 60th anniversary of the People's Republic of China, a senior StateDepartment official has called on the Beijing government to reassure the United States andother countries of its peaceful and constructive intentions as its military continues to growand it plays a greater role in world affairs. Deputy Secretary of State James Steinberg saysthe United States is eager to continue to work with China to address a variety of global andregional issues, including those where the two countries disagree. But he told a conferencesponsored by the Center for a New American Security that China's "size and importance"create a "risk of competition and rivalry that can thwart" such cooperation.Steinberg sayswhat is needed is what he calls "strategic reassurance." "Strategic reassurance rests on acore, if tacit, bargain. Just as we and our allies must make clear that we are prepared towelcome China's arrival as a prosperous and successful power, China must reassure the restof the world that its development and growing global role will not come at the expense ofsecurity and well-being of others. Bolstering that bargain must be a priority in the U.S.-China relationship," Steinberg said. He notes that the United States and China have recentlyraised the level of their Strategic and Economic Dialogue process. He said other aspects ofreassurance involve greater transparency about China's military spending and intentions,) andactions on both sides to demonstrate a willingness to cooperate. He said that would includemaking military exchanges permanent, and not subject to interruption by incidents at sea orU.S. arms sales to Taiwan. He also said China's relationships with rogue regimes anddisregard for human rights at home and abroad make other countries concerned about China'sintentions. The deputy secretary of state said transparency and cooperation are particularlyimportant in three areas. "The risks of mistrust are especially acute in the arena of strategicnuclear weapons, space, and increasingly in the cyber realm. Achieving mutual reassurance inthese areas is challenging, but, as we learned during the Cold War, essential to avoidingpotentially catastrophic rivalry and misunderstanding. Both sides need to devote creatingthinking into how we might address these thorny challenges," said Steinberg. He also notedthe potential for competition between the United States and China for natural resources. Hecriticized China for trying to monopolize resources in some areas, and called on its leaders towork within the world market system. He said the United States is open to China's rise, butChina must provide the world with clear reassurance about its intentions. 下線は矢吹。
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を続けたい/中国の規模と重要性が競争のリスクとライバルの裏切りの
リスクを生み出すからだ/そこで必要とされるのがストラテジック・リ
アュアランスだ/中国の発展とグローバルな役割の増大が他国の幸福を
脅かさないように、中国は保証すべきだ/米中は最近、戦略的経済対話
の水準を引き上げた/確約保証の側面には中国の軍事費について、支出
額とその意図の透明性を深めることが含まれる/海上における事故や台
湾への武器売却に妨げられない軍事交流が必要だ/相互不信のリスクは
戦略核兵器、宇宙、サイバーの領域で喫緊である/相互保証は難しいが、
冷戦期に破滅的な敵対と誤解を避ける教訓を学んだ/米国は中国の勃興
を歓迎するが、中国は世界に向けて確約保証の意図を明確にすべきだ。
キーワード "strategic reassurance"は「戦略的確約保証」と通常訳さ
れている。外交関係において「確約保証」とはなにか。しかもそれに
「戦略的」の形容句を付すのはなぜか。引用からすでに示唆されるよう
に、これは軍事用語、核抑止力でいう「相互確証破壊戦略Mutual
Assured Destruction, MAD」の類似コンセプトであろう。「核抑止力」
の観念は、辞任直前の鳩山由紀夫首相が沖縄の普天間基地について語っ
たことで改めて話題になったが、これは核兵器で対峙する双方がともに
「相手国が先に攻撃してきても、依然としてお互いの国を完全破壊する
能力をもつ」ことで、先制攻撃を阻止する構想である7。
事実、中国の大陸間弾道ミサイルが北米を完全に射程範囲に収め、南
米の一部まで到達するようになった時点で、米中の核問題はかつての米
ソ冷戦期と同じ構造になった。1991年に旧ソ連が解体して、冷戦体制は
終焉したが、その後、20年を経て、ポスト冷戦期の構造に取って代わる
新たな２極が生まれつつある。それが米中２極からなるチャイメリカ構
造だと私は予想している。これは核抑止力による均衡の面では、かつて
の米ソ関係と酷似している。
７  孫崎享『日本人のための戦略的思考入門』祥伝社、2010年9月。
第２図　米国債の主な保有国8
しかしながら、現代の米中関係はグローバル経済のなかで、米中の経
済関係は貿易品というモノ、貿易黒字を用いて行われるさまざまの資本
取引、そしてこれらの活動をになうヒトの移動を通じて、無数の網の目
で結ばれている。これはかつての米ソ関係には、まったく見られなかっ
た条件である。これらの経済関係はコマーシャルベースで取り結ばれて
いる。しかしながら米中間の何らかの矛盾が通常の外交交渉では解決不
能になったときに、両国はどのような行動をとるのか。中国は上に掲げ
た表に示されている2009年６月の時点で1.5兆ドルに達する対米債権の
償還を要求するであろう。
「中国は「銀行」…頭上がらぬ　米国務長官、豪首脳に吐露」と題し
たコラムとも報道とも区別しかねる記事を『朝日新聞』が報じたのは、
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８  米財務省ホームページ、2011年4月。Report on Foreign Portfolio Holdings of U.S.
Securities as of June 30, 2010, Department of the Treasury, Federal Reserve Bank of
New York, Board of Governors of the Federal Reserve System, April 2011.
2010年12月29日であった。これはワシントン村山祐介特派員電だ9。
この朝日電のネタ元は、2010年12月４日付の、英『ガーディアン』10
だ。WikiLeaksから入手した資料をもとに、ワシントン駐在のEwen
MacAskill記者が「Hillary Clinton's question: how can we stand up to
Beijing? Australia's ex-PM Kevin Rudd advised US secretary of state to
welcome Beijing onto world stage but keep force as a last resort」とい
うタイトルの記事を書いてから、25日後に、日本の記者がこの英語の記
事を抄訳したわけだ。この英紙報道はWikiLeaksが暴露を初めて７日目
であり、私はこの時点でこの記事を読んでいたので、年末に『朝日』に
接したときには、改めて、大新聞の時期遅れ（三日前の古新聞どころで
はない）を痛感した次第である。
『ガーディアン』によれば、話は2009年11月、北京でオバマとヒラリ
ーが胡錦涛と国宴（a state dinner）をやっていたときのエピソードに言
及しつつ、当時のオーストラリア首相Kevin Ruddに、2010年３月のラ
ンチの際に、ヒラリーがこう漏らしたのだ。「中国の銀行家とタフにや
りあうには、どうしたらよいだろうか」11。ラッドは、自分は中国に対
しては「徹底したリアリストだ（a brutal realist on China）」と語り、
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９  朝日新聞（2010年12月29日付）ワシントン村山祐介特派員電。曰く、米国にとって
「銀行」ともいえる中国には強く出づらい ―― 。クリントン米国務長官が昨年３月にそ
んな悩みを外国首脳に吐露していたとの記載が、内部告発サイトト「ウィキリークス」
が暴露した米外交公電に含まれていた。民主化の進展は中国指導部の「さじ加減」を尊
重する、ともとれる発言もあり、経済重視で「人権棚上げ」と批判された当時の心情が
にじんでいる。公電は、昨年３月28日に国務省が作成したもの。それによると、クリ
ントン氏は同24日、中国通で知られるオーストラリアのラッド首相（現・外相）とワ
シントン市内で会談した際、経済成長にともない国際社会での発言力を増す中国との関
係について、「どうやって銀行に強く対処すればいいのか」とかじとりの難しさをこぼ
したという。クリントン氏はその約１カ月前に国務長官として初訪中したばかり。中国
は村落レベルでは民主化が「目覚ましく進展している」と評価し、「指導部が許容でき
るペースで民主化が進み、生活水準が向上することを望む」と述べた、とも記載されて
いる。クリントン氏は初訪中の直前、人権問題で「金融危機などでの米中協力を損ねて
はならない」と発言。滞在中の会見では、中国による米国債の大量保有に謝意を示す一
方、人権問題では踏み込まず、米国内外で批判を浴びていた。
10  ワシントン駐在のEwen MacAskill記者が「 Hillary Clinton's question: how can we
stand up to Beijing? Australia's ex-PM Kevin Rudd advised US secretary of state to
welcome Beijing onto world stage but keep force as a last resort」という記事を書いて
25日後であった。
11  "How do you deal toughly with your banker?"
「中国を国際社会に効果的に統合していくこと、より大きな責任を示す
ように仕向けることが肝要だとして、うまくいかない場合は武力を展開
すべきだ」と述べたと国務省電（３月28日）が記録していることを記者
が明かしたわけだ。アメリカが際限もなく中国から借金を重ねているこ
との意味を私はかねてから考えていたので、このエピソードに接して、
一人うなずいた次第である。「借金も資産のうち」といった開き直りも
ないではないが、ベニスの商人のシャイロックのように、やはり債権者
が強いのが世の常識であろう。中国のメディアは、ヒラリーが対中国債
務のあまりにも大きいことを憂慮したと伝えた12。 
貸し手＝中国と借りて＝米国との関係についてヒラリーは、自分の夫
が大統領を辞めた時点では、対米債務はほとんどなかったとしているが、
当時は確かに2000億ドル未満であったから、今日の８分の１程度であっ
た。しかしながら、この米中貸借関係は、中国の改革開放路線とともに
始まり、拡がり深まってきたのであり、その経緯を巧みに説明したのは、
アメリカのハーバード大学で経済史を教えるスコットランド人歴史家
Niall Ferguson（1964年グラスゴウ生まれ）の分析である。金融・経済
史、帝国史 が専門だが、彼は2008年に The Ascent of Money: A
Financial History of the World, Allen Lane13 を出した。この本の最終
章は、21世紀世界が「アメリカ帝国から、チャイメリカへ」変わるとい
う展望で結んでいる。かつて日本経済がジャパンアズナンバーワンなど
ともてはやされた一時、「ジャパメリカ14」なる造語が一部で語られた
が、その歴史はあまりにも似ている。しかし、いま語られ始めた「チャ
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12  希拉里担心美国債務問題 道出心中最重要角色『広州日報』2010年05月27日。問：現在
中国是美国的第一債権国，您是否喜歓中国這様的第一？ 希拉里：我不担心中国這個地
位，我所担心的是美国債務太大，這是我担心的，而且我非常重視。従歴史的角度来看，
当我的丈夫克林頓総統離任的時候，我們預算平衡，我們還有順差，当時我感覚很自豪，
対美国是好的，財政方面、金融方面很負責。但是奥巴馬総統任職的時候，我們的赤字是
很龐大的，債務不断地増加，又面臨了全球的経済危機，所以需要刺激措施，這些刺激措
施在美国和中国都是成功的，不過它増加了我們的赤字和債務。所以到某一個時候，我們
応該把注意力転到財政負責方向，要確保預算健全，為了我們的子孫。
13  N. Ferguson, 同上書。
14  加藤 哲郎『ジャパメリカの時代に―現代日本の社会と国家』花伝社、1988年 
イメリカ」は、「ジャパメリカ」とは比較にならないほどに世界に大き
な影響を及ぼすことになろう。それを予感してわたしはいまこのトピッ
クを研究ノートにまとめようとしている。
第３図　アメリカ帝国からチャイメリカへ15
ヒラリーの懸念する「米国にとっての、中国という銀行」
ヒラリーがいみじくも、「米国にとっての、中国という銀行」と述べ
た一語は、現在の米中関係を規定する大きな要素の一つなのだ。にもか
かわらず、中国の対米債権は日本のそれをちょっと上回る程度か」とあ
たかも、日中の差は「量的なもの」にすぎないかのように理解する鈍感
症が日本に蔓延している。これは国際環境にあまりにも無知な、ほとん
ど痴呆症ともいうべき鈍感さではないか。
これはほとんどありえない仮定ではあるが、中国が万一返済を要求し
た場合に、アメリカには、返済不能に陥り、デフォルトを宣言せざるを
えない。キーカレンシー国としてのアメリカ帝国の崩壊だ。そのような
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15  Niall Ferguson, The Asent of Money, : A Financial History of the World ,Allen
Lane.2008.p.335.ファーガソン著、仙名紀訳『マネーの進化史』早川書房2009年12月
事態を避けるためには、中国がそのような行動をとらぬよう、すなわち
米中関係を敵対関係に陥らぬためのさまざまな保証装置が必要だ。ずば
りいえば、米中蜜月関係の再構築だ。実はキッシンジャーの1971年訪中
以後、旧ソ連の解体までは、米中蜜月であったことが日本人にはよく見
えていない。
中国の軍事力機能を「国際公共財」と評価したペンタゴン報告
スタインバーグが戦略的確約保証関係の目標を提起した翌年、アメリ
カ国防総省の年次報告は次のように書いた。2010年８月16日、国防総省
は米議会に「中国に関する軍事・安全保障の年次報告書」16 を送った。
「Executive Summary」の冒頭の一節を引用しておきたい。中国の軍事
力を「国際公共財」（international public goods）と評価したことに、私
は大変驚いた。このような積極評価は、おそらく朝鮮戦争以来、初めて
ではないか。米中協調＝結託時代が始まったことを象徴する言い方では
ないかと思われる。
ペンタゴン報告にいわく、「過去10年の中国軍の現代化の速度と拡が
りとは、中国軍が自国の外交上の利益や紛争処理のために軍事力を使う
ばかりでなく、国際公共財を運ぶ貢献への能力を発展させた17」。むろ
んこれは直接的には平和維持活動や災害救助、反テロ作戦における米中
協力を評価したわけだが、話はそこにとどまるはずはない。公共財を運
ぶ軍自体が公共財と呼ばれるのは時間の問題であろう。
私は米中関係再構築のスピードに驚いた。だが、もっと驚いたのは、
このペンタゴン報告の内容というよりも、この箇所に注目した専門家の
コメントや、マスコミの論評が、（管見の限りでの判断だが）皆無と感
じられたことである。なぜ、そうなのか。米中関係を規定する下部構造
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16  Military and Security Developments Involving the People’s Republic of China
17  The pace and scope of China’s military modernization have increased over the past
decade, enabling China’s armed forces to develop capabilities to contribute to the
delivery of international public goods, as well as increase China’s options for using
military force to gain diplomatic advantage or resolve disputes in its favor.
はどう認識されているのか。それを検討してみたい。
下の第４図は、尖閣衝突をめぐる一連の事件を通じて、日本の対中国
イメージが劇的に悪化したことを示す。そして第５図は、アメリカの有
識者に対するアンケート調査の結果である。これはわが外務省が「米国
における対日世論調査」として1975年から継続的に行ってきたものだが、
2010年２月の結果は驚くべきものであった。これによれば、アメリカの
識者のうち、「アジアにおけるアメリカのパートナー」として、日本を
選んだ者は36%にすぎず、中国を選んだ者が56%に達し、日中は完全に
逆転した。日本では戦後60年を経た今日でも、かつての「鬼畜米英」は
あっさり忘れられ、圧倒的なアメリカ贔屓ムードなのに、この片思いは、
アメリカには通じていないように見える。尖閣衝突以後、いよいよ「日
米同盟の深化」が語られているが、甚だ危ういのではないか。
第４図　中国に対する親近感18
すでに引用したように、ペンタゴンの「2010年年次報告書」の冒頭に
は、中国軍は「国際公共財」（international public goods）であると書い
て軍事面における米中協力の第一歩を明らかにした。これはオバマ大統
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18  総理府、外交に関する世論調査、2010年。
領の核廃棄宣言と並んで、21世紀世界を導く「パクス・シニカ・アメリ
カーナ」への移行宣言への第一歩でもあろう。
第５図　アジアに於ける米国のパートナー19
中国軍＝「国際公共財」論の背景
米国防総省（俗称ペンタゴン）「年次報告書」が2010年８月16日、あ
えて「国際公共財」（international public goods）とあたかも経済学を想
起させる用語で説明しているのは、否応なしに米国債の最大の保有者で
ある中国政府と米国政府との腐れ縁を想起させずにはおかないが、軍事
協力に先立って外交面での協調がどのよう行われてきたかを念のために
確認しておきたい。2006年、ゼーリック国務副長官が「中国は、ステイ
クホルダー（Stakeholder）だ」と宣言したまさにこの年に、ペンタゴ
ン年次報告書（2006年版）は、中国の「平和維持活動」に２回言及した。
2007年版には言及がないが、同報告書（2008年版）が再び中国の平和
維持活動に１回言及した。そして2009年版、すなわちオバマ政権下初の
年次報告は、スタンバーグ国務副長官の説く、米中両国は「戦略的確約
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19  外務省ホームページ、「米国に於ける対日世論調査」、2010年。
保証（Strategic Reassurance）関係だ」とする認識に呼応して、その年
次報告書は、平和維持活動等に10回言及するに至った。
こうした経緯を踏まえて、年次報告書2010年版が、前述のように平和
維持活動、災害救助、反テロ作戦に触れつつ、「国際公共財」と評価し
た次第である。
外交（例えば北朝鮮の核問題をめぐる６カ国会議）や経済（特に米国
債の買い付け）面からスタートした米中協調の枠組みを軍事面において
も推し進める姿勢と読むのが自然であろう。中国がもし敵国ならば財務
省証券の大量保有を許してはならないはずだ。このようなビジネス行為
は、「同じ市場経済国同士」という暗黙の前提のもとに行われている経
済行為のはずである。中国がもし大量の、破壊的な米国債の売りに出た
ならば、中国政府も犠牲は免れないが、それ以上に「基軸カレンシーと
してのドルの権威」は確実に崩壊する。ここまで深い腐れ縁になった米
中関係を台湾への武器売却等をめぐる「疑似対立」で隠蔽するのが年次
報告書のもう一つの基調である20。米中軍事協力の進展は不可避であり、
もう後戻りはできない。ペンタゴンと解放軍の野合にだまされてはなる
まい。年次報告書は今年中に国産空母の建造に着手する可能性があるこ
とも指摘し、海軍が小笠原諸島と米領グアムを結ぶ第２列島線を越える
西太平洋まで作戦行動を拡大する動きも指摘している。つまり台湾を含
む第１列島線21 はすでにあっさりと越えられたのだ。
「米中戦略対話」の前史
今回の本格的な米中対話に至るまでの前史としてどのように米中対話
が行われてきたのかを簡単に回顧しておきたい。「米中戦略対話と戦略
経済対話大事記22」によれば、その経緯は次のごとくである。2005年８
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20  ペンタゴン報告書についてのNHKのニュース解説は、台湾海峡の武力競争は解説する
のみで、「国際公共財」(international public goods)には一言も言及しなかった。他方、
日米同盟を国際公共財とする議論は繰り返し報道した。これは公正な報道とはみなしが
たい。他の多くの主流メディアにも同じ偏向が見られる。
21  第6図の脚注を参照されたい。
22  歴次中美戦略対話与戦略経済対話大事記http://www.sina.com.cn  2009年07月27日中国新聞網
月〜2008年12月、米中間で６回の「戦略対話」が行われ、それらを踏ま
えて、2006年12月〜2008年12月に５回の「戦略経済対話」が行われた。
すなわち「６回の戦略対話」は、次のように行なわれた。2005年８月
１日、米中間で初めての戦略対話が北京で行なわれた。双方は米中関係
と共に関心をもつ重大な国際・地域問題について「率直な、深い意見交
換を行った」と発表された。2005年12月７日〜８日、第二次戦略対話が
ワシントンで行なわれた。双方は率直な、深い、建設的な討論を行った
と発表された。2006年11月８日、第三次戦略対話が北京で行なわれた。
双方は率直な、深い、建設的な討論を行ったと発表された。2007年６月
20日〜21日、第四次戦略対話がワシントンとメリーランドで行なわれた。
双方は米中関係の戦略的、長期的、全局的な問題について率直な、深い、
建設的な討論を行ったと発表された。2008年１月17日〜18日、第五次
戦略対話が貴州省貴陽市で行なわれた。2008年12月15日，第六次戦略
対話がワシントンで行なわれた。中国国務委員戴秉国と米国国務副長官
John Dimitri Negroponteが共同で対話を司会し、新時期の米中関係を長
期的に安定的に発展させるために、率直な深い意見交換を行った。この
米中対話はオバマ政権の誕生を前にして終わった。
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第６図　第１島嶼線と第２島嶼線23
この「戦略対話」と部分的に重なる時期に「米中戦略経済対話」も５
回重ねられた。すなわち、2006年12月14日〜15日、初めての米中「戦
略経済対話」が北京で行なわれた。この会議で、中国にニューヨーク証
券取引所とナスダック代表事務所を設立することが決定された。また知
的財産権の保護等についての交渉が行なわれた。2007年５月22日〜23
日、第２次米中戦略経済対話がワシントンで行なわれた。双方はサービ
ス業、投資、エネルギーと環境等を討論した。この会議でQFII24 の投
69
矢吹　チャイメリカ構造下の日米中三角関係と尖閣衝突
23  Annual Report to Congress, Military and Security Developments Involving the People's
Republic of China,2010. Office of the Secretary of Defense
24  QFII（Qualified Foreign Institutional Investors）適格海外機関投資家のこと。中国は、
2002年12月に、これまで禁じていた、QFIIによる中国証券市場への投資を、条件付きで
正式開放した。人民元建て中国本土株（上海A株、深圳A株）の売買を可能にする制度で
ある。QFIIの対象となるのは、投資信託会社、保険会社、証券会社、およびその他の資
産管理機関とされており、QFIIの免許取得のための資産規模には条件があるため、大手
企業でなければ参入しにくい規模となっている。中国がQFIIを導入することは、次の点
で意味を持つ。中国の証券市場が、本格的な対外開放への一歩を踏み出したこと、海外
投資家を導入することで、上場企業の財務内容の精度が向上したり、情報開示などイン
フラ面が整備されることが期待できる。
資限度額の引き上げや貨物航空便の自由化などが討論された。2007年12
月12日〜13日、第３次米中戦略経済対話が北京で行なわれた。この対話
から、双方は一連の共通認識を得た。2008年６月17日〜18日、第4次米
中戦略経済対話がメリーランド州アナポリスで行なわれた。この対話で、
双方は貿易、投資、金融、エネルギーと食品の五大領域で豊かな成果を
あげ、相互理解を深めた。2008年12月４日〜５日、第５次米中戦略経済
対話が北京で行なわれた。双方はマクロ経済協力と金融サービス、エネ
ルギーと環境協力、貿易と投資、食品と産品安全および国際経済協力の
五つの領域で、40余項の積極な成果を得た。以上の５回にわたる「戦略
経済対話」は、「戦略対話」を踏まえつつ、経済のより実務的な問題に
ついて対話を深め、取り決めをおこなったものであることが理解できる。
中国の第11次駐外使節会議（2009年７月17～20日）
2009年７月末に予定された米中戦略対話に先立って、中国当局は、在
外大使を北京に呼び寄せて「駐外使節会議」を開いた。いうまでもなく、
本格的な米中対話を控えて、どのようなスタンスでこれに臨むのか、そ
の「底線」を明確にするために、この会議が開かれたものと見てよいで
あろう。2009年７月17〜20日、第11次「駐外使節会議」が北京で開か
れ、胡錦濤が「重要講話」25 を行ったと報じられた。26「中国之声」馮
悦記者によれば、同会議は17〜20日に北京で開かれ、中共中央総書記、
国家主席、中央軍委主席胡錦濤が「重要講話」を行い、「党と国家領導
人」呉邦国、温家宝、賈慶林、李長春、習近平、李克強、賀国強、周永
康など政治局常務委員が全員出席した。このほか、王岐山、劉雲山、令
計劃、王滬寧、梁光烈、馬凱も会議に出席し、温家宝、戴秉国も講話を
行った。胡錦濤は2004年「第10次駐外使節会議」以来の外交工作を回顧
し、「当面の国際情勢の発展趨勢と主要な特徴」を深く分析したと伝え
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25  第11次駐外使節会議在京召開、胡錦濤発表重要講話、中広網中国之声馮悦記者、2009年
7月20日。
26  中広網 2009年7月20日
られた。
胡錦濤はこう強調した。「新情勢のもとで、外交工作と国家発展の関
係はより緊密になっているが、今後の一時期、外交工作は国際金融危機
の沖撃に有効に対応し、保持経済の安定発展を維持し、世界経済復興の
ための国際協力のために各国との実務工作を積極的に推進しなければな
らない。その重点は大国との関係を巧みにマネージすることだ。ここで
は、リーマンショック以後の国際金融危機に対処するために、大国との
関係、すなわち米国との政策調整が指摘されている点が注目される。
この記者は外交路線の転換については注意深く論評を避けているが、
新華社電は⑴「政治上更有影響力」、⑵「経済上更有競争力」、⑶「形象
上更有親和力」、⑷「道義上更有感召力」と胡錦涛の講話の核心部分を
見出しに掲げている。とはいえ、それ以上の説明は何もしていない27。
この胡錦涛の４句の含意を知るには、解説論文28しかない。
曰く、改革開放30年，総設計師たる鄧小平同志は、当時の中国内外の
環境と条件が比較的に弱く、経済も政治も影響力が弱い事実に鑑みて、
「韜光養晦，永不出頭」（韜晦を旨とし、でしゃばらない）の基本的外交
原則を提起し、「埋頭苦干」（ひたすら仕事に打ち込む）努力を続けてき
たが、これは一部の者には、たいへんな不満であった。その実質は、良
い外交環境を勝ち取るために、互いに発展を邪魔せずに、皆が利益を得
るためであった。しかしながら、この30年、外交は受け身、防衛的にな
り、「底線」を保持するのみであった。これは改革開放のために、世界
の資源を中国を発展させる「核心目的」に利用するためであった。
ここでは、天安門事件と旧ソ連解体というダブルパンチのもとで、鄧
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27  拠新華社北京7月20日電　第11次駐外使節会議17日至20日在北京召開。中共中央総書記、
国家主席、中央軍委主席胡錦濤在会上発表重要講話強調，堅持以鄧小平理論和“三個代
表”重要思想為指導，深入貫徹落実科学発展観，高挙和平、発展、合作旗幟，堅持統籌
国内国際両個大局，不断提高外交工作能力和水平，努力使我国在政治上更有影響力、経
済上更有競争力、形象上更有親和力、道義上更有感召力，為全面建設小康社会、加快推
進社会主義現代化営造良好国際環境和外部条件。
28「従韜光養晦到主動出撃的和諧世界--解読胡総在中国第11次駐外使節会議的講話」2009年
7月21日
小平がひたすら対外的に「低姿勢」のスタンスをとってきたこと、それ
が誇り高い中国人にとって不満のタネと化したことが指摘され、いまや
積極的・主導的外交に転じるべきだとする意向が示されている。その結
論が、⑴「政治上更有影響力」、⑵「経済上更有競争力」、⑶「形象上更
有親和力」、⑷「道義上更有感召力」の4句であった。４句のうち、とり
わけ⑶と⑷が目新しい。中国の対外イメージを親しみ深いものとし、道
義的にもアピール力に富む中国外交だと評価されるような内容とした
い。これが外交政策転換の狙いであった。
外交政策の転換から１年余、この転換は、結果的にはまったく裏目に
出たと評してよい。「親和力」も「感召力」も著しく傷つけられた。そ
していま中国外交は改めて鄧小平路線の復活によって、暴走した部分の
軌道修正を行おうとしているように見える。それを示すものが戴秉国講
話29である。
第１回米中戦略・経済対話、2009年７月27～28日（ワシントン）30
新華社ワシントン７月28日電31 は、２日間にわたる初めての米中戦
略・経済対話が28日に終わった際に、次のように報じた。この対話は中
国国家主席胡錦濤と米国オバマ大統領が2009年４月、ロンドンで会談し
た際の共通認識に基づいて開かれた。世界最大の途上国と最大の先進国
間で行われる重要交流であり、両国関係の再出発の新起点である。
——対話に参加する双方代表団は、地位が高く大規模である。中国は
150余名の代表団を派遣した。中方の団長は、胡錦濤主席の特別代表、
国務院副総理王岐山と国務委員戴秉国である。オバマ政権の出席者は閣
僚級が12名である。米側の団長はオバマの特別代表、国務長官ヒラリー
と財務長官ガイトナーである。——対話の議題は、２国間問題だけでな
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29  戴秉国「堅持走和平発展道路」2010年12月6日。「本文刊登于『中共中央関于制定国民経
済和社会発展第12個5年規劃的建議』輔導読本」と説明されている。
30 「中美関係在新起点上再出発」(http://www.sina.com.cn) 2009年07月30日、新華網。
31  記者 趙毅 劉麗娜 王湘江
く、リージョナル、グローバル問題にわたる。双方は今後の２国間協力、
国際的反テロ、多国籍犯罪、核拡散防止等、国際的地域的にホットな問
題を討論し、さらにエネルギー安全、気候変化等のグローバル問題を討
論した。経済対話の部では、双方は全方位、多角的方面から、各自の経
済発展と金融領域において関心のある問題を討論した。
半世紀の米中関係の発展は風雨を経てきた。当初の全面対抗から1979
年に米中国交に至り、近年は双方の相互訪問と対話が行われている。ガ
イトナーは開幕式に中国語を用いて「風雨同舟」を語った。双方は『第
１回米中戦略・経済対話連合新聞稿』32 を発表し、オバマ大統領が胡錦
涛主席の招待により年内に訪中すること、米中両軍は各級別の交流を拡
大することを決定した。双方は両国教育部門が調印する『米中工作計画』
の目標の達成を約束した。さらに双方は、気候変化、エネルギーと環境
協力の覚書に調印し、2010年に北京で第２ラウンドの米中戦略・経済対
話を行うことを明らかにした。
スタインバーグ、ベーダー訪中（2010年３月）への憶測
『ニューズウィーク』ジョシュ・ローギン記者は、「中国政府の一貫し
ない対米政策は、政府内部で強硬派と穏健派が対立している証拠だ」と
観測記事を書いた。曰く「アジア問題を担当する米政府高官２人が今週
中国を訪問し、国務省が言うところの米中の緊張関係が修復に向かい始
めたと歓迎された。だがオバマ政権内部の当局者たちの眼には、ここ数
週間の出来事がアメリカへの対応に中国政府が内部で苦慮していること
を示す証拠に映った」。「ジェームズ・スタインバーグ国務副長官とジェ
フリー・ベーダー国家安全保障会議（National Security Council,NSC）
アジア上級部長が訪中した第１の目的は、イランへの新たな制裁に協力
するよう中国政府を説得することであったが、今回の会談は、アメリカ
が⑴台湾への武器輸出を決め、⑵オバマがチベット仏教の最高指導者ダ
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32  首輪中美戦略与経済対話聯合新聞稿
ライ・ラマ14世と面会した直後のことだった」。「オバマ政権はこの２つ
の出来事が中国を刺激するのを最小限に抑えようと努めた。複数の米外
交当局者が語ったところでは、中国の反応はほぼ予想通りだったという。
中国は報復措置として後述のように、ゲーツ国防長官の訪中をキャンセ
ルする一方で、米原子力空母ニミッツの香港寄港を予定通り許可した。
２月初めに予定されていたスタインバーグの訪中は抗議の一部として延
期されたが、中国は結局わずか数週間後にスタインバーグを歓迎した。
この２つの外交問題に続いて中国が示した態度は、共産党内部で自信を
高める強硬派と影響力が衰えつつある穏健派の間で意見対立が激化して
いる証拠かもしれない」。33 スタインバーグ国務副長官と国家安全保障
会議ベーダー上級部長が訪中した際34 に、中国側カウンターパート戴秉
国国務委員とどのような対話を行ったのかは不明だが、この対話におい
て、戴秉国が「南シナ海と東シナ海は中国の核心利益と述べた」とする
報道が７月ごろから一部で行なわれた。
発端は共同通信ワシントン電「南シナ海は「核心的利益」と中国、米
高官に初表明」35 あたりと見られる。そして香港の英字紙 South China
Morning Post 36 は７月７日付で報じた。このSCMP電は、類似の解説
が10月２日付で再び掲げられた。当時は、尖閣周辺での漁船衝突事件に
よる日中の緊張が極度に高まっていたので、７月当時は日本ではあまり
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33  「米中関係 中国外交の仁義なき戦い」（Confusion in China, Newsweek, 2010年3月5日）
34  2010年3月3〜5日。
35  2010年7月3日「ワシントン共同電、中国政府が2010年3月、北東アジアとインド洋を結
ぶ軍事・通商上の要衝で、アジア各国による係争地域を抱える南シナ海について、中国
の領土保全などにかかわる「核心的利益」に属するとの新方針を米政府高官に初めて正
式に表明していたことが7月3日、分かった。中国はこれまで台湾や独立運動が続くチ
ベット、新疆ウイグル両自治区などを「核心的利益」と位置付け、領土保全を図る上で
死活的に重要な地域とみなし、他国に対する一切の妥協を拒んできた。新たに南シナ海
を加えたことで、この海域の海洋権益獲得を強硬に推し進める国家意思を明確に示した。
中国は南シナ海に連なる東シナ海でも、日中双方が領有権を主張する尖閣諸島（中国
名・釣魚島）海域周辺での活動を活発化させており、海洋権益をめぐり日本との摩擦が
激化する恐れもある。関係筋によると、中国側は3月上旬、訪中したスタインバーグ国
務副長官とベーダー国家安全保障会議アジア上級部長に対し、この新方針を伝達した。
両氏は北京で、戴秉国国務委員や楊潔篪外相、崔天凱外務次官らと会談しており、外交
実務を統括する立場にある戴氏が米側に伝えたとみられる」。共同電は、3月上旬のスタ
インバーグ訪中時のこととしているが、そうではなく、5月末の米中戦略対話の時点で
の馬暁天発言が発端と推定できる[下線は矢吹]。
注目されなかった香港発共同電が10月２日付のSCMP電をキャリーした
当時は、衝突事件の背景を説いた報道として日本世論に大きな影響を与
えた。曰く「中国外交筋の話として、中国政府が今年に入り、沖縄県・
尖閣諸島の領有権を台湾やチベット、新疆ウイグル両自治区と同列の
「核心的利益」に位置付けたと報じた。尖閣諸島付近での漁船衝突事件
をめぐって中国側が見せた一連の強硬な態度の背景には、この政策変更
があるとの専門家の見方を伝えている」［下線 は矢吹］。
ところが同じ共同電は、３週間後に「ワシントン共同2010年10月22日
電」として「中国政府が、米政府に対し、南シナ海を台湾やチベットと
並び領有権で絶対に譲らない「核心的利益」と位置付けると表明したこ
れまでの発言を否定し、核心的利益とする立場を事実上取り下げる姿勢
を示していたことが10月22日、分かった」と既報の内容を軌道修正した。
その理由を共同はこう解説した。「中国がこの新方針を表明後、米国や
東南アジア諸国連合（ASEAN）の関係国が強く反発。中国国内では強
硬姿勢を続けることは外交全体の柔軟性を損なうとの議論もあり、米国
などに配慮する形で対外的な立場の変更を決めたとみられる。関係筋に
よると、中国は今年３月、訪中したスタインバーグ国務副長官らに、南
シナ海を「核心的利益」とする方針を初めて伝達。さらに５月の「米中
戦略・経済対話」の席で、戴秉国国務委員がクリントン国務長官に対し
て、政府の立場として正式に伝えたという。だが最近になって、中国側
は同対話での発言について米側に対し「南シナ海を『核心的利益』とは
言っていない」と否定したという」［下線 は矢吹］－SCMP電を踏ま
えた「南シナ海と東シナ海の核心利益」説は、こうして、３月のスタイ
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36  South China Sea becomes Beijing's latest 'core interest' （SCMP）010年7月7日。[…] The
elevation of a strategic body of water's importance to the level of national interest on par
with Tibet and Taiwan speaks volumes not just about China's increasing naval ambition but
also an intensifying competition in Asia's oceans. […] Chinese officials[戴秉国] told two
visiting senior US officials, deputy secretary of state Dr James Steinberg and senior
director for Asian Affairs on the National Security Council Jeffery Bader, that it
considered the South China Sea as part of its "core interest" of sovereignty. This was the
first time Beijing had labelled the South China Sea as a "core" national interest, meaning
Beijing brooks no compromise over issues relating to it. […] 
ンバーグ国務副長官らに対する説明、５月の米中戦略・経済対話の場で
行なわれたとする報道を、中国側の抗議を入れる形で「その発言なし」
と否定報道を行ったわけである。しかし、この「誤報」はとりわけ日本
内外に広く流布された。私自身は、シンガポール８月23日電 新加坡
『聯合早報』の評論「南中国海為何成為“核心利益”？」37 を読んで、
南シナ海と東シナ海を「核心利益」と主張したという報道について、誤
報あるいは不十分な解釈であろうと推測していた。
果たして、新日中友好21世紀委員会第２回会合38 を終えて帰国した陳
健委員(元駐日本大使)は、北京で日本記者団と会見して、次のように述
べた。南シナ海は中国の核心利益「である」（原文“是”）というのは、
正しくない。南シナ海には中国の核心利益がある（原文“有”）という
のが正しい。“是”ならば、南シナ海全体が中国の核心利益になる。だ
が、われわれの領土ではない部分も多い。さらに南シナ海は国際公海で
あり、航行の自由がある。それゆえ南シナ海が中国の核心利益「である」
というのは間違いだ。南シナ海には中国の核心利も「ある」(含まれる)
と言うべきだ。“有”とすべきところを、“是”と述べた「一字の違い」
が大きな誤解をまねいた、と敷衍した。
陳健大使の解説は当然であろう。すなわち南沙諸島の場合、現在は、
ベトナム22、中国10、台湾１、フィリピン８、マレーシア３、ブルネイ
１の島嶼を各国が実効支配している。この現状を無視して、すべての島
嶼を中国が実効支配するなどと解する言説は、荒唐無稽なのだ。尖閣諸
島の場合は、日本が実効支配を行い、中国も主権を主張している点で南
シナ海のケースと似ている。そして米国の立場は南シナ海・東シナ海問
題のいずれも、どちらにも与しない立場（takes no position）を、沖縄
返還当時以来貫いている。
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37  中新網8月23日電 新加坡『聯合早報』23日刊出評論『南中国海為何成為“核心利益”？』，
文章説，近日有媒体報道中国将対南中国海問題的表述，升級為中国的“核心利益”。北京
専家予以反駁説，無確鑿出処又被広為報道的“核心利益”之説，是個有待澄清的誤解。
美国会将之解読為中国在東亜劃定勢力範囲的信号，是極不明智。您認為，現階段中国有
無必要将南海明確為“核心利益”？将南海明確為“核心利益”是否有助于維護主権？
38  2010年10月30〜11月2日、東京と新潟で開かれた。
第７図　南沙諸島の実効支配状況39
では、中国の立場はなぜ誤解されたのか。この点について陳健大使は、
『環球時報』の羅援少将40 の論文「米国空母がもし黄海に入るならば、
中国の民意を激怒させる」と書いたのを名指しして、南シナ海が中国の
核心利益だとした「一部の人々の見方」を批判している。すなわち南沙、
西沙41 等の島嶼問題において「争いの存在を認める」のが中国の立場で
ある。中国はベトナム、フィリピン、マレーシア、ブルネイと「争いの
存在」を認め、その争いは平和的交渉を通じて解決すべきだとするのが
中国の立場だ。ところが日本は、尖閣諸島について「争いの存在」を認
めていない。そこが中国の不満だと陳健大使は言う。中国の立場は日本
の実効支配に直ちに実力で挑戦するものではなく、中国が主権を主張し
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39  ミドルベリー大学ホームページ。図中のJohnson South Reef（赤瓜礁）は1988年３月14
日の赤瓜礁海戦を通じて、中国がベトナムから奪い実効支配しているが、これは趙紫陽
が87年11月、軍事委員会副主席就任4カ月後に行なわれた。『劉華清回憶録』解放軍出版
社、2004年に記述がある。
40  羅援「美航母若進黄海 将激怒中国民意」2010年８月10日『環球時報』。羅は軍事科学学
会副秘書長、元中央調査部長・羅青長の子。
41  中国が実効支配し、ベトナムも主権を主張中である。西沙のうち赤瓜礁（　　）は
ている事実を認めよというにとどまる。陳健大使がここで、『環球時報』
の羅援少将論文を批判しているのは、実は「桑を指して、槐を罵る」の
類である。後述のように、同じ趣旨の発言が５月24日午前の米中非公開
対話で馬暁天副総参謀長によって行なわれたことがより重要であり、羅
援少将論文は、７月１日の馬暁天インタビューの趣旨を敷衍したにすぎ
ない。
第２回米中戦略・経済対話（北京）2010年５月
第２回米中戦略・経済対話は2010年５月24〜25日、北京で開かれた。
これには米国側からヒラリー・クリントン国務長官42 以下200名の大代
表団がワシントンから北京入りして、「国務省の大移動」とさえ、マス
コミははやしたてた。ヒラリーは、北京に先立って東京には３時間立ち
寄り、辞任直前の鳩山由紀夫首相と会談したが、彼女の中国滞在は５日
間であった。「３時間と５日間」の対比は、米国の対中スタンスを象徴
するように見受けられる。５月19日の国務省スペシャル・ブリーフィン
グで、キャンベル次官補43 は、「200名の役人が対話に参加すること、国
防総省と太平洋軍司令部44 を含め、事実上米国政府のすべての部門を含
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42  国務省のホームページによると、国務長官の日程は以下のごとくであった。Secretary of
State Hillary Rodham Clinton traveled to Japan, China, and Korea, having departed
Washington, DC, on May 20. Secretary Clinton visited Tokyo (May 21), Shanghai (May 21-
23), Beijing (May 23-26), and Seoul (May 26). Secretary Clinton traveled to Tokyo on May
21 to discuss regional and global issues with our Japanese ally. In Shanghai, Secretary
Clinton visited the 2010 Shanghai Expo. While at the Expo, she attended a dinner in honor
of the USA Pavilion sponsors and others who helped develop the USA Pavilion. On May
23, she participated in a commercial diplomacy event to highlight the importance of U.S.
market access and job creation. In Beijing, Secretary Clinton and Treasury Secretary
Timothy F. Geithner joined their respective Chinese Co-Chairs, State Councilor Dai
Bingguo and Vice Premier Wang Qishan, for the second joint meeting of the U.S.-China
Strategic and Economic Dialogue. Over a dozen U.S. cabinet members and agency heads
made up the U.S. delegation. On May 26, the Secretary traveled to the Republic of Korea
and met senior government officials to discuss regional stability and other issues with our
Korean ally. The Secretary returned to Washington, DC, on May 2.
43  Kurt M. CampbellAssistant Secretary, Bureau of East Asian and Pacific Affairs.
44  米国側が国防総省と太平洋軍司令部に言及したのに対して、中国側はカウンターパート
を明らかにしていない。解放軍は間違いなく対話の代表を出席させたはずだが、出席者
名と発言内容は伏せられている。しかし個別の報道から、馬暁天副総参謀長の出席と発
言要旨は確認できる。
む」と説明した45。
第二回「米中戦略・経済対話の枠組みのもとで開かれる経済対話46」
の中国側メンバーは次のごとくであった。財政部長・謝旭人、発展改革
委主任・張平、商務部長・陳徳銘、衛生部長・陳竺、人民銀行行長・周
小川、質検総局局長・王勇、銀監会主席・劉明康、証監会主席・尚福林、
保監会主席・呉定富、中国駐美大使・張業遂、国務院副秘書長・畢井泉、
中央財経工作領導小組辦公室副主任・劉鶴、外交部副部長・崔天凱、発
展改革委副主任張暁強、科技部副部長・曹健林、工業和信息化部副部
長・婁勤倹、財政部副部長・朱光耀、交通運輸部副部長・徐祖遠、農業
部副部長・牛盾、人民銀行副行長・易綱、海関総署副署長・孫毅彪、法
制辦副主任・袁曙宏、進出口銀行行長・李若穀である。
米国側の出席者は次のごとくである47。Secretary of the Treasury
Tim Geithner, • U.S. Ambassador to China Jon Huntsman, • Secretary
of Commerce Gary F. Locke, • Secretary of Health and Human Services
Kathleen Sebelius, • U.S. Trade Representative Ronald Kirk, • Chair of
the Council of Economic Advisors Christina Romer, • Director of the
Office of Science & Technology Policy John P. Holdren, • Chairman of
the Federal Reserve Ben Bernanke, • President of the U.S. Export-
Import Bank Fred P. Hochberg, • Chairman of the Federal Deposit
Insurance Corporation Sheila C. Bair, • Director of the U.S. Trade &
Development Agency Leocadia Zak, • Administrator of the Energy
Information Administration Richard Newell, • Under Secretary for
International Affairs of the Department of Treasury Lael Brainard, •
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45  This is one of the largest groups of cabinet and subcabinet officials from the United States
ever to visit China. We’ll have a total group of almost 200 officials that will be there
during this two-day session. It includes virtually all elements of the U.S. Government, also
key players from the Department of Defense and U.S. Pacific Command as well.
46  「米中戦略・経済対話の枠組みのもとで開かれる経済対話」という表記に注目されたい。
ここでは、「米中戦略・経済対話の枠組み」への出席者については言及していない。
47  Second Meeting of the U.S.-China Strategic & Economic Dialogue Joint U.S.-China
Economic Track Fact Sheet, Dept.of Treasury 
Under Secretary for Economic, Energy and Agricultural Affairs of the
Department of State Robert D. Hormats, • Under Secretary for Farm
and Foreign Agricultural Services of the Department of Agriculture Jim
Miller, • Special Assistant to the President for International Economics
and Senior Director of the National Security Council David Lipton, •
Deputy Under Secretary for International Affairs, Department of Labor
Sandra Polaski, • Assistant Secretary for Policy and International
Affairs, Department of Energy David B. Sandalow, • Director of the
Office of International Affairs of the Securities and Exchange
Commission Ethiopis Tafara, • Director of the Office of International
Affairs of the Commodity Futures Trading Commission Jacqueline
Mesa, • Deputy Assistant Secretary of the Department of
Transportation Susan McDermott, • Department of Justice Antitrust
Division Economics Director of Enforcement Kenneth Heyer, • Iowa
State Insurance Commissioner Susan Voss 
米中対話は「戦略対話」と「経済対話」からなる。前者は、米中双
方が米中関係、リージョナル問題、グローバル問題について深い討論
を行った。「戦略対話」の枠組みの下で、両国の関係部門は、エネル
ギーと安全、気候変化、国連の平和維持活動、反テロリズム等の問題
をそれぞれの担当者が協議するとともに、米中双方の会談を行ったと
報じられた。北京発新華社電48 は2010年５月24日、米中戦略対話初日
におけるイラン・北朝鮮核問題を次のように伝えた。中国側のスポー
クスマン馬朝旭によれば、Prior in the morning, the two countries'
delegates held an hour-long close door meeting of the strategic
track. Chinese State Councilor Dai Bingguo and U.S. Secretary of
State Hillary Clinton co-chaired the talks.という非公開会議（close
door meeting）が行われている。すなわち戴秉国とヒラリーが議長を
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48  China says consultation should be kept up with U.S. on nuclear issues 2010-05-25
務める午前の非公開会議は１時間行なわれた。なぜ非公開なのか。台
湾問題、軍事問題に関わるデリケートなトピックのためだ。５月25日
発新華社電はこう伝えている。解放軍副総参謀長馬暁天が米国太平洋
軍ロバート・ウィラード司令官、国防総省アジア太平洋地区担当ウォ
ーレス・グレグソン次官補に対して、台湾への64億ドル相当の武器売
却が米中対話への障害になっていると指摘した、などが報じられてい
る49。とはいえ、台湾への武器売却に中国が一貫して抗議し続けてきた
ことは周知の事実であり、これを特に秘す理由はあるまい。では、何が
問題なのか。馬暁天は「中国の核心利益と主な関心事を米国が尊重する
ように求めた50」と報じられたが、ここで「中国の核心利益」として、
台湾・チベット問題に加えて、南シナ海にも言及した可能性が伝えられ
ている。どのような文脈における、どのような表現であったのか、真相
は藪の中である。しかし、米国側はこれに対して、即座に反論し、激論
になったことは、容易に推測できる。というのは、この米中対話を直接
的契機として予定されていたゲーツ国防長官の訪中受入れ拒否が米側に
通告されたからだ。51
ゲーツ国防長官の訪中受入れ拒否事件52 の直後、６月５日にシンガポ
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49  Arms sales to Taiwan remain "biggest" obstacle to China-U.S. military ties: Chinese military
official     2010-05-25-- A senior Chinese military official said Tuesday25 that U.S. arms
sales to Taiwan remain the biggest obstacle to China-U.S. military ties. At the request of the
U.S., Ma Xiaotian, deputy chief of the General Staff of the Chinese People's Liberation
Army made the remarks when meeting with U.S. Commander-in-Chief of Pacific Command
Robert Willard and Wallace Gregson, Assistant Secretary of Defense for Asian and Pacific
security affairs, who are attending the second round of China-U.S. strategic and economic
dialogues in Beijing.
50  U.S. respect for China's core interests and major concerns was the key to the resumption of
sound and steadily developing bilateral military ties, Ma said.
51  AFP通信は6月２日、米国防省の匿名の関係者１人の話を基に、「中国が今はゲーツ長官
の訪中に適した時期ではないと伝えてきた」と報じた。ＡＰ通信も、ゲーツ長官の匿名の
側近を引用し、同じ発言を伝えた。これに対して中国外交部はコメントを拒否した。
52  ただし、2010年12月11日の新華社電によると、中国国防省当局者は、ワシントンで10日
開かれた米中国防協議で、ゲーツ国防長官が2011年１月10日から訪中することで両国が
合意したことを明らかにした。中国人民解放軍の陳炳徳総参謀長も来年訪米する意向とし
ており、実現すれば米中の軍事交流が再び本格化する。ゲーツ長官の訪中は１月14日まで
５日間の日程で、中国国防省当局者は「ゲーツ氏訪中で中米両国軍の理解が深まり、両軍
関係の健全で安定した発展に積極的な役割を果たすことを希望する」と述べた（共同）
ールで行われた通称シャングリラ会合53 で、ゲーツ国防長官が中国軍部
批判をしたところ、出席していた解放軍の馬暁天副総参謀長と国防大学
の朱成虎少将54 が激しく反論したことが、新聞に大きく取り上げられた55。
 彼らはどのような論争を交わしたのか。馬暁天は台湾への武器売却と米
軍による南シナ海と東シナ海における調査活動が軍事交流再開の障害に
なると述べた（The lead PLA delegate, General Ma Xiaotian, for
example, said arms sales and US surveillance operations in the South
and East China Seas were obstacles to the resumption of exchanges.）こ
れを受けてゲーツ長官は、ワシントンはそれらのイシュー（台湾への武
器売却や南海の領有問題）についての政策を変更しようとしているわけ
ではないと表明し、併せて南海に関しての懸念が増大していることを明
らかにした （Gates' address made clear that Washington was not about
to budge on such issues, and expressed deepening US concerns over the
South China Sea.）。
以上のやりとりから分かるように、中国も米国も、南シナ海の主権に
ついて直接言及しているわけではない。その後、天安号爆破事件で米国
が空母を派遣して黄海で韓国と合同軍事演習を行おうとしたことに対
し、中国は猛反発をして、演習の真の目的は北朝鮮ではなく中国への威
嚇であり封じ込めであるという論調が香港に溢れた56。黄海での演習に
対し最初に公開で反対を表明したのは馬暁天副参謀長が2010年７月１日
香港のフェニックステレビのインタヴューに答えたものであった。その
後外交部スポークスマンが７月８日に会見で同じ趣旨を述べた。軍当局
の馬暁天発言から一週間後に外交部が追認し、後追いした事実が注目を
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53  各国の軍関係者の集まる第９回IISSアジア安全保障会議（シャングリラ会合）。日本から
は北沢防衛相がに出席して、「国際公共財としての海洋と我が国の施策」と題した演説を
2010年6月5日(シンガポール)に行った。
54  朱成虎少将は軍内の鷹派として知られる。朱徳の外孫、現国防大学教授。2005年に香港で
英語で、次のように語り物議をかもした。In 2005, Zhu said China would use nuclear
weapons against the US if Washington intervened militarily in a conflict between Beijing and
Taipei.
55  Sino-US military tensions on full display”, South China Morning Post, June 6, 2010.
56  香港日本総領事館大嶋英一のメモ「レパルス湾便り」による。
要する。ここには、軍内強硬派の意見が穏健な外交部をリードする構図
が典型的な形で現れたからである。これはシビリアン・コントロールの
ゆくえに重大な危惧を抱かせる。
さて米中対話から半年後に、あるオーストラリアの新聞は、Greg
Sheridan 記者のクリントンに対するインタビューを踏まえて、戴秉国
がクリントンに対して、南シナ海全体が台湾やチベットと同様に、中国
の核心利益だと語ったとするクリントン発言57 を紹介した。この記事だ
けを読むと、あたかも戴秉国国務委員がクリントン国務長官に直接述べ
たように誤解しかねない58。しかし、５月24〜25日の米中対話の経緯を
細かく見てきた者にとっては、この発言が馬暁天副総参謀長の発言であ
ることは明らかであろう。そして、この発言は、戴秉国とクリントンが
共同で議長を務める会議での発言であることによって、戴秉国からクリ
ントンに伝えられたとする解釈が広まったものと推測できる。すでに指
摘したシンガポール紙８月23日電 新加坡『聯合早報』の評論「南中国
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57  Weekend Australian, November 13, 2010. Clinton Resolute on the Alliance,By: Greg
Sheridan, Clinton stressed her commitment to positive dialogue with Beijing, but then said:
"We know there are the usual challenges we've had to navigate, including Tibet and Taiwan,
and in so doing we've made it clear to the Chinese that we will not agree with them. But we
continue to press them."I asked Clinton about China's strenuous claim to sovereignty over
the whole of the South China Sea, its furious denunciation of Japan for arresting a
Chinese fishing captain who rammed a Japanese naval vessel, its apparent decision to halt
rare-earth minerals exports to Japan as part of this dispute and its declaration that the US
should not sail aircraft carriers in the Yellow Sea near the South Korean coast. She said:
"With some of these recent activities we see it as part of the testing process that countries
go through."She nominated the South China Sea dispute as an example of the US response
to recent Chinese postures: "When the Chinese first told us at a meeting of the Strategic
and Economic Dialogue that they view the South China Sea as a core interest, I
immediately responded and said we don't agree with that." Clinton confirmed to me that it
was the Chinese State Councillor responsible for foreign policy, Dai Bingguo, who
described the South China Sea to her as a core interest of China. This is significant
because some Chinese spokesmen have tried to cast doubt on whether this statement was
made, because it generated such hostility within the region. The reason for this is because
the term "core interest" elevates the frankly preposterous Beijing claim over nearly the
whole South China Sea to the same level as Beijing's view of its sovereignty over Tibet
and Taiwan, in both of which cases ithas repeatedly said it is prepared to go to war.
Clinton continued: "So they (the Chinese) were on notice that if they were in the process of
extending their efforts to claim and control to the detriment of international law, freedom
of navigation, maritime security, the claims of their neighbours, then it was a concerning
matter.
58  この書き方は共同７月３日電に似ている。情報源が同じことを示すものか。
海為何成為“核心利益”？」59 が、南シナ海全体を「中国の核心利益」
とみなすことの問題性に警告したのは、事実上、軍の行き過ぎに対する
胡錦涛執行部の牽制と見てよいが、例えば黄海における軍事演習批判の
基調においては、軍主導の方針を外交部が追認したことが確認できよう。
結びに代えて
2010年５月末の米中対話以後、年末12月のゲーツ訪中決定までの約半
年は、台湾への武器売却と、北朝鮮の挑発的軍事行動の受け止めをめぐ
って、米中が厳しく対立した時期であった。まさにこの最中に、尖閣周
辺での中国漁船拘束事件が起こったわけである。これは巨視的に見れば、
米中和解・協調という大きな劇の幕間における小さな渦に、日本が無自
覚のうちに巻き込まれ、翻弄されたことを意味する。この事件を通じて、
「日米同盟の深化」「南西諸島への自衛隊の配備」といった、対中強硬路
線に民主党政権が揺れたかにみえるのは危うい。現に、頼みの米軍はす
でに米中軍事交流を復活させ、ゲーツ訪中にまで至り、「中国を敵視し
ない」米国のスタンスを再確認している。
日本がいま日米安保をどのように見直し、中国を敵視することの是非
を含めて、真剣に検討すべき時期にあることは明らかである。その場合、
米中の力の均衡が「軍事力と経済力の双方」において、バランスは中国
に傾斜しつつある事実を冷徹に認識することが何よりも肝要である
（2011年１月10日）。
習近平訪米（2012年２月13〜17日）をペンタゴンは19発の礼砲で迎
えた。その後の米中関係の進展を踏まえて『チャイメリカ』（花伝社、
2012年）を準備中である。
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59  中新網8月23日電 新加坡《聯合早報》23日刊出評論《南中国海為何成為“核心利益”？》，
文章説，近日有媒体報道中国将対南中国海問題的表述，升級為中国的“核心利益”。北京
専家予以反駁説，無確鑿出処又被広為報道的“核心利益”之説，是個有待澄清的誤解。
美国会将之解読為中国在東亜劃定勢力範囲的信号，是極不明智。您認為，現階段中国有
無必要将南海明確為“核心利益”？将南海明確為“核心利益”是否有助于維護主権？
